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1. 研究の背景・目的 

気候変動に伴い災害が多発する一方，低未利用地が増加し，既存構造物の維持管理が厳しくなるなど，リ

スクが増している。これに対し，グリーンインフラを活用する方策がある。国連防災会議でも提唱され，国

も「生態系を活用した防災・減災に関する考え方」をまとめるなど，ECO-DRR（Disaster Risk Reduction）を

推進している。土砂崩れを防ぐための山林の保全，海の砂や風の被害を防ぐ防風林の再生，堤防脇の竹林の

整備，洪水の一時貯留場所としての農地の活用，干潟の保全等が挙げられる。グリーンインフラが人口構造

物に取って代わるのは難しいが，「生態系の保全や再生，持続的な管理を行い，自然災害に対して脆弱な土地

の開発や利用を避け，災害への曝露を回避するととともに，防災・減災など生態系が有する多様な機能を活

かして社会の脆弱性を低減する。」のは意義がある１）。 

そのため，地域づくりの点からも地域の協力が必要だが，住民やコミュニティ等多様なステークホルダー

を調整し，実施するのは決して容易ではない。その要因として，地元関係者にとって強力に伴う負担が大き

いとの懸念がある。推進したい行政との間で摩擦が生じることも多い。さらに，少子高齢化のもと，コミュ

ニティそのものが減退しており，前途が明るいとは言い難い。  

この点において，本研究では，台湾での取り組みに着目する。台湾では，政府や自治体が，コミュニティ

にインセンティブを与えることで地域レベルの防災力を活性化させている。防災コミュニティを活用した

ECO-DRR を推進するための環境整備について考察する。 

2. 台湾の防災コミュニティ 

台湾では地震は内政部消防署，水害は経済部水利署が所管する（台湾の「部」「署」は日本の省庁に該当）。

本研究では水利署による水害自主防災組織の事例を考察する。水利署では，自主防災活動を行うコミュニテ

ィに対し，年間 40 万元（1 台湾元＝約 4.5 円）を支給する。懸と特別市（「懸」は日本の都道府県に該当、「特

別市」は日本の政令指定都市に類似するが , その領域が懸に属さない）を通して , コミュニティに助成され

る。これらの地方自治体はそこから手数料を差し引いたり，増額することが可能である。2022 年は 540 の自

主防災組織が補助金を活用した。この制度では, 申請した自主防災組織に対し，防災計画等の作成，コミュ

ニティ内の啓発，専門家や企業等の外部協力者の協力等を促す。自治体は防災訓練や研修等を支援する。自

主防災組織は，災害前の取組や災害が発生した際の対応，その後の復旧・復興等の活動計画を立て実践する。  

水利署と自治体では年度末に活動を評価する。評価作業は，一次調査，二次調査，現地調査からなる。全

ての活動組織に対し，評価基準に基づき，(A)～(E)の 5 段階で優秀な自主防災組織を選出する。一次調査は，

水利署の出先機関である河川局が，懸や特別市の資料を基に，(C)優秀賞，(D)甲等賞，(E)特別賞を授与する

自主防災組織を決定する。二次調査は，中央の水利署が担当する。一次調査で(C)優秀賞を獲得した自主防災

組織は水利署に出向き，プレゼンテーションする。それを踏まえ，(B)特別優秀賞を授与する自主防災組織を

決定する。さらに，現地調査を行い，(A)シード賞を決定する。 

本年３月に水利署とシード賞を受賞した３つの自主防災組織を調査した（台南市八翁地区，同市三民地区，

宜蘭市梅州地区）。うち，八翁自主防災組織を紹介する。ここは４つの集落で構成され，面積は 4.24 ㎢，人

口は 1567 人。65 歳以上が人口の 22％を占める。酪農が盛んな地域（台湾全体の牛乳生産量の 1/3）でもあ

る。近くに急水渓という氾濫を良く起こす大河川があり，排水用の運河が日本統治時代に造られたが，そこ

も増水しやすく，過去 10 年間で 7 回の浸水があった。大雨が予測されると，災害対策本部を設置し，メンバ



ーは警戒斑，避難斑，誘導班，避難所対応班に分かれ，準備する。自ら止水板を設け，警戒区域の浸水状況

を独自に開発したスマホアプリで確認する。アプリには，後期高齢者の居住地，持病の状態，緊急連絡先等

が入力されており，避難誘導を行う。平時は，コミュニティ施設に「防災教室スペース」を設置し，小中学

生や住民に対し啓発する。地元の小学生を対象にした訓練や，酪農のため東南アジアから来た出稼ぎ者への

訓練も実施する。  

役場から食料，飲料水，衛生用品，椅子・机等を提供される他，民間企業から資機材の寄付とともに，物

資提供の契約も結んでいる。災害後は，仏教系団体の支援を受け，温かい食事の提供，避難所の環境整備，

心のケアを実施する。また，台湾成功大学の研究者が指導にあたっている。シードコミュニティに採択され，

次年度，河川の対岸にある自主防災組織と連携するよう水利署からアドバイスを受けた。防災状況の確認，

教育訓練を中心に経験を伝え，防災コミュニティの拡大を図ることで，連続してシード賞を獲得した。他の

団体も，シード賞に選出されることに名誉を感じ，毎年防災力を強化している。PDCA サイクルをまわし，

コミュニティにインセンティブを与え，地域の防災力を強化するところに特色がある（図１参照）。 

３．台湾における ECO-DRR の取り組み（農地を活用した貯水機能モデルから） 

台湾でも近年豪雨水害に見舞われることが多い。例えば，中部に位置する雲林懸では，2013 年と 2017 年

の豪雨で，最大時の降雨量が 100 年に 1 度の規模に達した。2021 年の豪雨でも一部低地で浸水した。台湾に

おける農地での伝統的な貯水方策は，農地を買収することだが，農地が使用できなくなる。貯水工事により，

景観だけでなく農村生活にも影響を与える。買収コストは高額で，工期も長く，政府にとって負担が大きい。  

近年，緊急時に農地を遊水地として活用すべく，農家の協力を得る方策として，「①遊水した場合の農作物

の損失補償」「②排水工事等に伴う農作物の被害に対する補償」「③遊水に対する毎年の協力金」を支払う仕

組みにした。特に③はユニークで，想定浸水深と浸水容積に応じて支払われる（表１参照）。買収されるので

はないため，耕作も継続でき，農業保険も適用される。政府と

農家双方にメリットがある，win-win の関係と捉えることがで

きる。農村景観を維持し，災害に伴う被害を軽減できるだけで

なく，低コストで工期も短くて済む。  

４．コミュニティを活用した ECO-DRR 推進に向けて 

 水利署では，防災コミュニティに対し農地を遊水地として活用することを推進している。日本の場合，遊

水地に対する協力金のような仕組みがなく，損失補償の取り決めも曖昧である。地域全体への協力として，

自己犠牲的なボランティア精神に期待する向きがあるといえなくもない。コミュニティに対する表彰もある

が単発的である。台湾の場合，これとは対照的で，コミュニティのモチベーションを高めるべく，インセン

ティブに工夫がされている。より多くの参画を得るには，協力に対する正当な評価が必要ではないだろうか。

今後も ECO-DRR の担い手としてのコミュニティに対する環境整備について，研究を継続したい。 
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表-１：遊水地として農家の協力を得る方策 

ﾚﾍﾞﾙ 浸水深
(cm) 

浸水容積  
（㎥/ha） 

奨励金 
（毎年） 

A 25-50 2500-3000 1 万元 

B 50-75 3000-7500 1.5 万元 

C 75 以上 7500 以上 2 万元 

 

 

図-１：コミュニティにインセンティブを与え、PDCA サイクルを循環させる 

【申請→採択】 
・ 助成金（国・自

治体） 

・ 協力体制（専
門家・実務経
験者） 

・ 企業等からの
資機材寄贈 

【平常時】  
・ 備蓄、防災教育/訓練，溝等の清掃 

【災害発生時】  

・ 災害対策本部（警戒班・避難班・誘導班・対応班）  

【発生後の復旧】  
・ 倒木の片づけ，搬送，ごみ処理 

【評価】  

・ 特別賞（20 万元，5 所） 
・ シード賞（16 万元，10 所） 
・ 最優秀賞（10 万元，17 所） 

・ 優勝賞（5 万元，42 所） 
・ 高等賞（なし，多数） 


